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Abstract

The purpose of this study 、vas to report the actual condition of the evaluation of Physical

Education in public high schOOl. The prOcess of this study 、vas tO investigate the question―

naires t0 136 public high schoOls in Osal(a.

Tho findings of this study Ⅵrere as Io`llows:

① ln the way Of instruction,the schools having the unified criteriOn were about a harf.

② ln the way Of the evaluation,the schools having the unified criteriOn were over 80%.

③ The number of schOOls using tlle relativO―evaluation was larger than the schOols using the

absolute―evaliatiOn.

④ The schools thinking that attendance―point was the most serious宙 ew of the evaluation

、vere near about t、 vo thirds, but in the unified criterion, the rate of actual technics― point

、vas the largest.

1.は じめに

学校教育活動において 「評価」は最も重視す

べきもののひとつであり、またそれだけに、多く

の意味を包含させたものでなければならない事は

異論をはさむ余地のないところであろう。高田の

は 「評価は、生徒のとって生涯消えることのない

人間判定となっていつまでも残るものであり、そ

の権限は教師に一切を任されている」と述べて、

評価の重要性及びその評価にあたる教師の責任の

重さを強調している。しかし、高田自身の調査結

果より、特に体育評価に関しては 「体育評価に対

する不明瞭さ・曖昧さが、生徒の体育授業への不

満 ・不信と関連し、体育軽視の姿勢へと結びつい

ている」と指摘し、体育評価の改善と工夫が緊急
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に必要な事項であると警鐘を鳴らしている。具体

的には①単純な評価②体育とスポーツの混同③測

定だけの評価の3点がこれまでの体育評価の特徴

であるとしてその改善を求めているのである。言

い換えれば、体育本来の目的はあくまでも建て前

に過ぎず、実際には測定や技能の優劣を重視した、

いわゆる“スポーッ方式の評価 "になっていると

いう指摘である。また、南らのの研究においても、

体育評価の現状は 「運動技能の高低を最も重視し

た評価が多い」という結果を得ており、それが

「虚弱な子や無器用な子どもを体育嫌いに追いやっ

ている」と、高田と同様の指摘を行なっている。

さらには、極論ではあろうが、佐藤めのように体

育廃止論を主張して教科体育を批判する者まで出

現している。このように、体育評価に対する批判

は大きく、また無視できない問題でもあるが、現

状は彼等の指摘する通りなのだろうか ? という

のが本研究に取り組む動機となった。

そこで本研究では、大阪府立高等学校 (全日制 0

普通科)を 対象とした実態調査を基にして高等学

校における体育評価の現状を分析し、その問題点

を明らかにする事を目的とした。

2.研 究方法及び手続き

1)ア ンケート形式による質問紙法

大阪府教育委員会事務局保健体育課学校体育係

に協力を依頼し、郵送法により質問用紙を配布 ・

回収した。

2)調 査対象

大阪府立高等学校 (全日制 ・普通科):136校

の体育科 (主任)

回収率:82.4%(112校 )

調査年度を基準として創設何年目かを10年区分

表1 創設何年目かについて
年 1-10 11-30 21-30 31～40 41～

撤 41 30 6 2 33

で集計ヒ′た結果が表 1である。以後の統計的観点

から、便宜上、創設 1年 目～10年目の学校群を

“校種 I"、 11年～40年目の学校群を“校種Ⅱ"、

41年目以上の学校群を“校種Ⅲ "と して各群の学

校数に差のないように分類し、その結果を表 2で

示した。この区分には、校種 Iは 「創設間もない

建設期の学校」、校種Ⅱは 「ほぼ基礎の固まった

中堅的な学校」、校種Ⅲは 「戦前からの伝統校」

というそれぞれの意味合いを持たせ、各校種間の

差をみる事をねらいとした。

表2 校種分類

朽研重I 朽紳重II 鞭 Ⅲ 鉢

檄 41 38 33 112

% 36.6 33.9 29。5 100

校種I:倉:厳1～10年 , 校種Ⅱ:創設11～ 40年

校種Ⅲ:創設41年 以_L

3)調 査期日

郵送期日:1985年6月、 回収期日:同年 7月

4)調 査項目

創設期、講座の持ち方、指導法、評価法、指導

法の変化、評価法の変化、相対 ・絶対評価、最重

点評価項目、その他

5)分 析方法

第一次集計:各設間の単純集計 (整数 ・パーセ

ント)

第二次集計:関 連する設問間でのクロス集計

(整数 ・パーセント)

3.結 果及び考察

1)講 座の持ち方について

表 3の結果より、同一クラスの複数講座を複数

の教員で分担する方式をとっている学校が全体の

80%近 くを占めている事がわかる。 1つのクラス

を複数の教員で分担するか、 1人の教員で全講座

担当するかという方式の違いについてはそれぞれ

一長一短があり、一概に善し悪しを論ずる事はで
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表3 講座の持ち方に関する鑑 1結果

*無 答 :2(le 8%)

樹 重I 樋 II 権 ⅡI 全 体

撤 % 撤 : % 撤 : % 撤 : %

①

②

③

33

4

3

80.5

9。8

7.3

32

2

4

84.2

5。3

10。5

24

3

5

72.7

9。1

15e2

５

　
０

　
７

９

　

８

　

０

９

９

２

８

　

　

１

①同―クラスの講座を複数の教員が1旦当

②同一クラスの講座を1人の教員がl」当 ③その他

きないが、いずれもその学校の実情に合わせた方

式であろうと推察される。

2)種 目別指導法に関する統一基準について

表4 種目別指導法の統一基準に関する集計結果

種 I 移凛重II 権 Ⅲ 全 体

撤 : % 麒 : % 有起ぶt:  % 檄 %

①

②

③

④

21

8

11

1

51。2

19.5

26.8

2.4

15

12

10

1

39。5

31.6

26.3

2。6

20

7

5

1

60。6

21。2

15.2

3.0

56

27

26

3

50。0

24.1

23.2

2。7

OTI目別の指導法は、担当教員に任されている

②種目別の指導法には、統一基準が設けられている

③指導法の統一基準が設けられている種目もある ④その他

指導法について種目ごとに統一基準が設けてあ

るかどうかについてみた結果が表 4である。これ

を統一基準の有無によって大別してみると (有:

無=① :② 十③)、両者がほぼ半々の同率となっ

ている事がわかる。校種別にみると、校種Ⅱにお

ける 「担当教員に任されている」の割合が他の校

種と比べて低くなっているのが特徴となっていた

(39。5%)。 また、統一基準のある種目 (表4の③)

についてその内訳をみた結果が表5であり、水泳

次いで持久走が比較的多く、種目としての特殊性

が伺える。

3)評 価法に関する統一基準について

表 6 評価法の統一基準に関する集計結果

有研重I 幕凛重II 櫛 III 全 体

撤 : % 撤 : % 撤 : % 撤 %

①

②

③

3

38

0

7.3

92.7

0

5

32

1

13.2

譴 .2

2.6

10:30。8

21:63.6

2:6.1

18

91

3

16.1

81.3

2.7

G旦当教員に任されている ②科において統一基準か設けられている

②その他

教科内で評価法の統一基準が設定されているか

どうかについてみた結果が表 6である。全体の80

%を 越える学校で統一基準が設定されている事が

わかるが、校種別にみると、校種 I→校種Ⅱ→校

種Ⅲへと担当教員に評価が一任される割合が多く

なり (7.3%→ 13。2%→ 30。8%)、 逆に統一基準を

設ける割合が少なくなる傾向が顕著となっており

(92。7%→ 84。2%→ 63。6%)、 創設時期が古い学校

ほど評価は教師に一任させていく様子が伺える。

評価法の統一基準について、その内容を具体的

に網羅したのが表 7である。この結果をみると、

それこそ同じ基準は1校 もないと言っても過言で

はないほど多種多様なものとなっている事がわか

る。そこで、評価を算出する上で最もウエイトを

占めている項目、即ち“最重点評価項目"につい

て着目したのが表8で ある。この結果より、評価

算出上は“実技点重視 "の傾向が明らかであり、

高田ωや南ら
のの指摘を裏付ける結果となっている

事がわかる。

種目ごとに評価の統一基準が設定されているか

どうかをみようとしたのが表 9であり、全体では

「担当教員に任されている」が 2/3近 くを占め

ている事がわかる。校種別にみると、校種 Iにお

いては 「統一基準が設けられている種目もある」

(31。7%)が 、校種Ⅱにおいては 「統一基準が設け

られている」(21.1%)の それぞれの割合が他の

校種と比べて高くなっている のが特徴となって
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長(60～70)+出 席点(30t40

実技点(60)+出席点(30)十平常点(10)

実技点(60)+出席点(40)

実技点(60)十出席点(20)+態度点(20)

実技点(100)十出席点(100)+平常点(100)/3

実技点瓢60)+l出席点(40)

実技点(60)+出席点(男200Jお0)+平 常点(男200女10)
実技点(80)十出席 ・平常点(20)

実技点(70)+出席点(30)

実技点(60)幸出應点(20)十平常 ・態度点(20)
実技点(50)+出席点(30)十態度 ・服装点(20)

57

58

59

60

61

62

63

64

さら

88

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

鉄封支治K40)十麟   (40)+理喘む(20)  ~

実技点(80)十出席点(20)

実技点(60)+出席 ・平常点(40)

担当教員に一任、減点項目のみ統一
実技点(60)+出席点(40)

なし:担当教員に一任            ′

実技点(50)十出席 0態度点(50)

実技点(60)+出席 ・平常点(40)

実技点(60)+出席 ・態度点(30)十行事点(10)

実裁如質―測膠椰買日
実技 ・平常点(70)+出席点(30)

持ち点(出席点一減点項目)X実 技点(0。1～1。0)
実技点(60)+出席 ・平常点(40)

実統揚氣(100)一測υ椰真目
抹耐支ゆ層譲艶斎(80)十 1遇1南片t(20)
実技点(50)+平常点(50)

実技点(80)+出席点(20)

実技点(80)+平常点(20)

実技点(50)+出席点(35)十平常点(15)

実技点(60)十平常点(40)

持ち点(出席鶯 X実 技点(0.1～1。0)一態度 。服装点
実披点(50)+出席点(30)+態度点(10)+体 育簿(10)

実技点(50)+出席点(20)+平常点(30)

実技点(75～80)十平常点(20～25)
実技点十平常点
実技点(60)十平常点(40)

実技点(60)+l爛席点(20)十平常点(20)

実技点(60)十出席点(40)

実技点(80)十出席点(20)

実技点+出 席点

80

81

82

83

84

85

86

87

郷

89

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

100

101

102

103

104

105

106

107

108

109

110

111

112

紳圏点(50)十出席薫爾 下豪彊で可
実技点(60)+平常点(40)

実技点(60)十平常点(20)+筆記(20)

実技点(60)+平常点(20)十態度点(20)

甦資点(60)+出席点(40)

なし:担当教員に一任
実技点+出席点十態度点
実技点(50)+出席点(30)+知識。理解・社会的態度(20)
実技点十出席点
実披点(60)+出 席点(20)+平常点(20)

実技点(60)十平常点(40)

持ち点(出席鶯 X実技点(0.1～1.0)
実技点(80)+平常点(20)

実技点(50)+出席点(50)

表 7 評価法における統一基準の内容一覧

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

:  ′綽  θ)

実技点(60)十出席点(20)+その他(20)

実技点(60～70)十出席点(30～40)
実技点+出席点十行事出席点
なし:担当教員に一f壬
実 技 点 十 出 席 点 +平 常 点

隷慰R(70)+出 席点(3や)
持 摂点(25)十出席点は0)l
腫日持ち点+出席点
実技点(60)+出席点(20)+へ

°

なし:lu当教員に一f千

袂隻むj気(70)十111席点(30)

実技点(80)十平常点(20)

実技点(70)+出 席点(30)

なし:担当教員に一任
合議制
実技点(70)十出席点(30)

実技点+平 常点+体 育簿
なし:担当教員に一任

なし:担当薮頁:こI任

なし:担当教員に一一任

―(20)
111
12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

実技点(60)+出 席点(30)+態 度 ・意撤
難 。J劇度点(60)十出席λ類(40)

効 ミ(60)+膳譲諭点(20)十へ
°―ハ・―(20)

なし:担当教員に一任
実技点(80)+出 席点(20)

実技点(100)一減点項日
なし:担当教員に一任
なし:担当教員に一任
実技点+出 席点+平 常点

持ち点(100)一減点項目
難拠点(80)+出 席点(20)

実技点(15)+出 席点(10)+平 常点(5)1単 位30点湛
実技 ・平常点(70)+出 席点(30)

実技 。∫劇蠍気(70)+出 席点(30)

持ち点(出席10X実 技点(0。1～1.0)
対 支点十平常点十筆記

実技点(80～90)十平常点(10～20)
なし:担当教員に一任
実技点(50)十出席点(20)+態 度点(30)

なし:担当教員に一任
実技点(60)+出 席点(40)

実技点(100)

なし:担当教員に一fE
なし:lu当教員に一任
実技点(50)十出席点(30)+態 度点(20)

実技点(70)十出席 ・態度点(30)

実技点(100)一平常点一減点項目 → 10点法に換算
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表8 評価算出上の最重点評価項目

朽扇重I 枢凛重II 腫 III 鉢

鑢

そ鋼 也

32校

5

20校

3

16校

1

68較

9

※各評価l負[1の設合が明示してある77校 の内話〈

*無答 :3(2.7%)

Q旦 当教員に任されている ②統一基準が設けら才している

③統一基準が設けられている種目もある ④その他

いる。また統一基準が設定されている種目につい

てみると (表9③の内訳)、水泳次いで持久走が

比較的多く、指導法の統一基準について得られた

結果と類似した結果となっているのが目を引いた。

表10 指導法と種目別評価法との関係(ッ閣ス鶴|)

キ旨

種

① ②

轍 : % 撤 : %
①

②

③

47

3

5

83.9

5。4

8。9

13

9

2

48.1

33。3

7.4

11

2

13

42.3

7。3

50。0

①l旦当孝え員にfIされている ②統一基準が設けられている

③統一基準が設|りられている種日もある ④その他:省略

表11 評価法と種目別評価法との関係(クロス氣ゎ

種

評 ① ②

撤 : % 撤 : %
①

②

③

17

0

1

94.4

0

5.6

54

14

19

59.3

15。4

20。9

種目別評価去

①担当教員に任されている ②統―基準が設けられている

③統一基準が設けられている種目もある ④その他:省略

さらにクロス分析の結果をみると (表10及び表

11)、指導法及び評価法が担当教員に一任されて

( るヽ学校では、種目ごとの評価法もそのまま担当

教員に任される傾向が顕著であり (83。9%,94。4

%)、 また、指導法及び評価法に統一基準が設け

られている学校においても、種目ごとの評価法で

は担当教員に一任される傾向が比較的高い様子が

伺える (48。1%,59.3%)。

4)指 導法の変化について

表12 指導法の変化について

①変化t′て来ている  ②ほぼ固定tてぃる

③どちらとも言えない ④その1也

表12の結果より、指導法が 「ほぼ固定しているJ

学校の割合は全体の半数近くを占めている事がわ

かる。これを校種別にみると、校種 I→校種Ⅱ→

校種Ⅲへと 「ほぼ固定しているJの 割合が高くな

る傾向がみられ (36。6%→ 47.4%→ 57。6%)、 古

い学校ほど指導法が固定化している様子が伺える。

しかし、時代や生徒の変化、体育 ・スポーツ科学

の進歩等を考えると、固定化することを是とする

判断をそのまま肯定する事には大きな危険性があ

ると思われる。

5)評 価法の変化について

表13 評価法の変化について

評価法

①担当教員に任されている

②統一基準が設けら孝している

③その他:省略

①変化して来ている  ②ほぼ固定tノている

③どちらとも言えない ④その他
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有燿目iI 校種H

撤 : %

願 III

轍 : %

全 体

市敵 : % 麟 %

①

②

③

④

24

3

13

0

58.5

7.3

31.7

0

27

8

3

0

71。1

21.1

7.9

0

22

3

5

1

66.7

9。1

15。1

3。0

２

　

５

　

８

　

９

５

　

２

　

８

　

０

３

４

１

１

７

１

２

有扇重I 移凛重II 籠 III 全 体

撤 : % 轍 : % 撤 % 撤 : %
①

②

③

④

13

15

13

0

31.7

36.6

31.7

0

12

18

8

0

31.6

47.4

21。1

0

8

19

6

0

24.2

57.6

18.2

0

33

52

27

0

29.7

45。9

24.3

0

*無 答 :1(0。 9%)

欄 重I 朽凛重II 鞭 ⅡI 全 体

撤 % 撤 : % 撤 : % 撤 %

①

②

③

④

15

24

2

0

36.6

58.5

4。9

0

12

22

3

0

31.6

57.9

7。9

0

4

25

3

1

12.1

75.8

9。1

3。0

31

71

8

1

27.7

63。4

7.1

0.9



表14 指導法と評価法の変化の関係(クロス氣ぃ
Ｌ
日ォ

評

① ② ③

撤 : % 撤 三 % 撤 : %

①

②

③

21

10

1

63.6

30.3

3.0

5

46

0

9。6

田 .5

0

５

　
６

　
９

８

５

　

５

５

５

７

①変化し,て来ている  ②ほぼ固定している

③どちらとも言えない ④その他

表13の結果より、全体では評価法が 「ほぼ固定

している」学校の割合が最も多く全体の2/3近

くを占めており、特に校種Ⅲにこの傾向が強くなっ

ている事がわかる (75。8%)。 また、校種 I→校

種Ⅱ→校種Ⅲへと評価が 「変化して来ている」学

校の割合が減少する傾向にあり (36.6%→31.6%

→12。1%)、 これは指導法の変化における結果と

類似している。また、指導法及び評価法のそれぞ

れの変化の関係をみたのが表14であるが、両者と

も変化についてはほぼ同様な傾向にあり、指導法

が変化して来ている学校は評価法も変化し (63.6

%)、 指導法がほぼ固定している学校は評価法も

ほぼ固定している (88。5%)様 子が伺える。

6)相 対評価と絶対評価について

①相対評価 ②絶対評価

③絶対評価であるが、欠点|ご関しては制約がある ④その他

表15の結果より、相対評価を採用している学校

が全体では42。0%で 最も多くなっている事がわか

るが、校種Ⅲにおける絶対評価の割合が他の校種

よりも高くなっているのが目を引いた(39.4%)。

相対評価と絶対評価の是非の問題に関しては、以

前よりその善し悪しについてよく論議されている

ところであり、また学校内規等の問題との関連も

ある為、難問と言えよう。

7)評 価における主観的な最重点項目について

表16 最重点評価項日に関する集計結果

①出席状況  ②実技点 ③努力度 ④態度 ⑤I句上度 C中 均會
‐

⑦その他

※複数回答t,あるた_め、記述された項日を7項 目に区分ヒ′た。

順位11けt′である場合には、1位のみを取り_卜げた。

評価算出上のものではなく、主観的な意識面で

の最重点評価項目についてみた結果が表16である[

全体では出席点を最も重視している学校が多く2

/3近 くを占めており、次いで実技点、努力度の

順となっている。この結果と計算 ・算出上の評価

法の統一基準の内容を比較してみると、明らかに

矛盾した結果となっている事がわかる。つまり、

評価を考える際に、主観的な意識面では出席状況

を最重視すると考える傾向が強いのに対し、計算
0

算出上では実技点が最もウエイトを占めていると

いう矛盾である。しかし校種Ⅲにおいては、意識
0

計算の両面での一致がみられた。

4.ま と め

本研究では、高等学校における体育評価の実

態をみる為に、全日制 ・普通科の大阪府高等学校

全 136校を対象とした質問紙法による実体調査を

実施したが、その結果をまとめると以下のように

なる。

①講座の持ち方については、同一クラスにおける

複数の講座を複数の教員で分担する形式をとって

櫛 重I 朽紳重II 瀬 IH 全 体

撤 : %撤 : % 撤
γ
ん 撤 : %

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

31

11

12

3

1

1

1

75。6

26.8

29.3

7.3

2.4

2.4

2。4

26

15

14

2

4

1

2

68。4

39。5

36.8

5.3

10.5

2。6

5。3

14

16

6

2

2

2

2

42.4

48。4

18.2

6.1

6.1

6。1

6。1

３

　
７

　
８

　
６

　
６

　
３

　
４

１

２

２

７

７

４

５

７

４

３

表15 相対 ・絶対評価に関する集計結果

朽扇重I 移凛重II 櫛 IⅡ 全 体

撤 : % 檄 : % 撤 : % 轍
γ
ん

①

②

③

④

15

12

1_0

4

36.6

29.3

24.4

9.8

17

8

9

4

44.7

21.2

23.7

10.5

15

13

3

2

45.5

39。4

9.1

6.1

０

　

５

　

６

　

９

２

　

９

　

９

　

８

４

　

２

　

１

７

３

２

０

４

３

２

１
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いる学校が80%近 くと大半を占めている。

②指導法については、統一基準を設けている学校

と担当教員に任されている学校とにほぼ三分され

ている。また、主観的にみて指導法がほぼ固定化

しているとする学校が半数近くで最も高い割合を

占めている。

③全体の評価法については、統一基準を設定して

いる学校が80%を 越えているが、種目ごとの評価

法については、担当教員に任されている学校が2

/3近 くを占めている。また、主観的にみて評価

法がほぼ固定化しているとする学校が2/3近 く

を占めている。

④相対評価の方式をとっている学校の方が、絶対

評価の形式をとっている学校よりも多い。

⑤最重点評価項目については、主観的には出席点

最重視の学校が2/3近 くを占めているが、計算・

算出上の統一基準では実技点の占める割合が最も

大きくなっている学校が多く、意識面と実際面と

の間に "ずれ "が認められる。

⑥指導法及び評価法について統一基準の設けられ

ている種目は、共に水泳、持久走がこの順で多く

なっており、種日としての特性が認められる。

⑦指導法及び評価法が担当教員に一任されている

学校では、種目ごとの評価法もそのまま担当教員

に任される傾向が顕著であり、また、指導法及び

評価法に統一基準が設けられている学校において

も、種目ごとの評価法については担当教員に一任

される傾向が強い。

③指導法及び評価法の主観的にみた変化について

は、両者がほぼ同様な関係にある。

⑨各校種間の比較では、以下のような特徴が認め

らた。

i)校 種 Iの特徴:種 目別の評価法については、

「統一基準が設けられている種目もある」の割合

が他の校種よりも高い。

五)校 種Ⅱの特徴:指導法については 「担当教

員に任されている」の割合が他の校種よりも低く、

また種目別の評価法については 「統一基準が設け

られている」の割合が他の校種よりも高い。

面)校 種Ⅲの特徴:評 価法の変化については

「ほぼ固定している」の割合が極めて高い。最重

点評価項目については、意識面及び計算面の両面

において実技点重視の方向で一致している。また、

絶対評価の割合が他の校種よりも高い。

市)評 価法における“担当教員への一任 "、及

び指導法の変化における“固定化 "の割合が、校

種 I→校種Ⅱ→校種Ⅲへと高くなってゆく傾向が

認められる。また、評価法の変化については 「変

化して来ている」の割合が校種 I→校種Ⅱ→校種

Ⅲへと低くなる傾向が認められる。

体育評価の実践において守るべき事として、高

田のは①実践の改善に役立つ評価②正確な評価③

多方面からの評価、の3点をあげ、また良い評価

の条件として①生徒が納得する評価②実践を重視

した評価③到達度を示した評価、の3条件を提示

している。これらの考え方は、アメリカにおいて

Safritつにより体系科され、実践もされているア

セスメント(ASSESSMENT)と いう概念と酷似し

ており、決して実行不可能なものではない事が期

待できる。本研究においてある程度明らかになっ

た多種多様な評価法については、実際に評価を受

ける生徒側の反応が未知のため、その良否につい

て判断することはできない。しかし、生徒の質の

変化や体育 0スポーツ科学の発展が目覚ましい今

日、多くの学校において評価法及び指導法が固定

化している現状には問題を感じざるを得ない。ま

た最重点評価項目において、意識面と実際面との

間にずれが生じている事からもわかるように、評

価の難しさが浮き彫りにされたようにも思われる。

本研究では、大阪府立高等学校 (全日制 ・普通

科)に おける体育評価の現状がある程度明らかに

なったが、最重点評価項目になっている実技点の

内容にまでは言及できなかった。本研究を今後進

めてゆくには、この実技点の内容を具体的に解明

し、また他の都道府県の現状を明らかにする必
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